
〇基礎情報

（施策のねらい）
１　施策指標と実績（Do）

（評価の見方） Ｓ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果があがった Ａ 事業の指標は達成できなかったが、成果はあがった Ｂ 事業の指標を概ね（80%）達成し、成果は今後見込める
Ｃ 事業の指標は達成できなかったが、成果は今後見込める Ｄ 事業の指標を概ね達成したが、成果は見込めない Ｅ 事業の指標を達成できず、成果も見込めない
Ｚ 未着手事業（計画していたが未実施に終わった） 実績なし 事業実施の体制は整えていたが、実績がなかった（実施計画期間中で当該年度は実施予定のないものを含む）

２　政策的事業の実績（平成30年度）

※評価は12月
　確定予定

合計

Check

H30予算（円） 67,609,000

H30決算（円） 51,831,374

23,236,703 51,831,374

29,742,000 67,609,000
1
耐震改修促進計画
事業

3 2.58 一般

事務
改善

休・
廃止

評価

集計中
(令和元年12月確定
予定)

建物所有者に対して、耐震化を促進するための支援を実
施した結果、耐震化率が向上した。

特定建築物：
93.0％、住宅：89.0％

特定建築物や住宅の耐
震化率

Action

No.
事務事業

(第4次実施計画)
施
策
従事
者数

会計
区分

H29予算(円) H30予算(円) 何・誰に対して
（対象）

事務事業の取組結果と成果（効果）　（Plan　/　Do）

H30実績値
どうなったか（生ま
れた成果・効果）

どう働きかけた結果
（手段・方法）

H30目標値事務事業の指標
H29決算(円) H30決算(円)

取組
時間

人 2,158 時間

6 0

事務事業評価表

課名 建築指導課 作成責任者 常勤職員 常勤職員以外 総従事者 時間外勤務時間

1 　建築確認・許認可制度の適正な運用
施策指標名

4次実施計画の
現状値

目標値
（R2年度）

実績値
H28年度 H29年度 H30年度

11.2 時間0 人 0 人 3 人

2

18.71

特定建築物や住宅の耐震化率
住宅
82.9％

住宅
95.0%

82.90% 83.60%
集計中

(令和元年12月
確定予定)

　バリアフリー化や福祉のまちづくりの推進

特定建築物や住宅の耐震化率
特定建築物
88.1％

特定建築物
95.0%

88.1% 88.7%
集計中

(令和元年12月
確定予定)

3 　住宅・建築物の耐震化

再任用短時間 臨時職員 非常勤嘱託職員 総人工 総時間 一人あたり月平均
施策目標 45 　安全で秩序ある住環境を形成する 有賀　修

管理職 左記以外
2 人 16 人

4 0

5 0

0 0.0% 0



３　実施計画事業（政策的事業（政策的事業のない課かいは一般管理事務等））の総括評価

４　Actionにチェックの入った今年度「事務改善」を行う事業
No.

５　Actionにチェックの入った今年度「休・廃止」を検討する事業
No.

６　働きかたの見直しにおける取り組み結果（28-30年度の3か年の取り組みの結果、得られた生産性向上などの成果）

- - -

取り組みの結果

　民間の建築確認検査機関から送付される各種報告書及び庁内関係各課とまちづくりに関しての情報共有する手法や助言・指導するための処理方法マニュアルを作成したことや、添付図書や決裁方法を見直すこ
とにより事務処理効率を上げることができた。また、担当内で事例検討会議を行い相談業務マニュアル（法律条文ごと）を作成することにより、職員の審査能力を向上させ、審査時間の短縮が図れた。これらのことを
実践した結果、時間外勤務時間を縮減することができた。

　人工・事務事業費・事務事業指標達成度の結果にかかる分析（Check）　／　今後の展望（Action）

- - -

　建築指導課の平成30年度の事務事業数は18事業あり、うち政策的事業は1事業である。政策的事業である耐震改修促進計画事業の評価については、政策指標としている30年度の特定建築物や住宅の耐震化率
が、令和元年度中の算定作業を待ったうえでの評価となるため「集計中」としているが、目標には及ばないものの、向上はしていると想定され、一定の成果は上がっていると考えている。耐震改修促進計画事業は、
国の根拠法令や上位計画である神奈川県耐震改修促進計画の改訂を受け、平成28年3月に「茅ヶ崎市耐震改修促進計画」を改訂し、被災時の避難及び復旧活動に大きな影響を及ぼすおそれがある建築物に対す
る補助事業の拡大をした。なお、木造住宅の耐震化率については様々な周知啓発活動を行っているが、伸び率が年々鈍化傾向である。

　職員の時間外勤務時間に着目すると総時間数2,158時間、一人あたりの月平均約11.2時間となり、前年度の総時間数1,396時間と比較して155％増という結果となっている。要因としては、30年6月18日に発生した
大阪府北部を震源とする地震に起因する、危険なブロック塀に対する市内全域調査や、実在する建築士をかたり無資格な者が設計した建築士法違反事件の対象設計図の審査及び建築基準法違反対応等などが
挙げられる。
　今後も、効率的な事務処理方法を検討、実践することにより、時間外勤務の縮減を図る。

　今後の展望として、令和2年度が茅ヶ崎市耐震改修促進計画の目標達成期限であるが、目標達成が見込めない状況のなか、3年度以降に向けた国及び県の動向を注視しつつ、新たな計画の策定や現計画の延
長など、方針転換に柔軟に対応できるよう準備を進める。

事務事業（検討事業がない場合は - ） 休・廃止検討の理由（1事業も検討できない場合はその理由を記載）

- -
　耐震改修促進法により、建築物の地震に対する安全性の向上が求められる中、県とも連携を図りつつ、本市における状況をふまえ計画された本事業の推進が、市
民の安全・安心や都市防災の観点も含め、今後においても求められているため。

事務事業（事業がない場合は - ） 事務改善の内容

- - -


